
今
回
の
年
金
改
正
で
は
、「
現
役
世
代
の
負
担
と
受
給
世
代
の
給
付
の
バ
ラ
ン
ス
の

見
直
し
」
と
「
多
様
な
生
き
方
・
働
き
方
に
対
応
で
き
る
年
金
制
度
」
を
大
き
な
柱
に
、

様
々
な
改
正
が
行
わ
れ
ま
す
。

４
月
か
ら
改
正
さ
れ
る
も
の
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

国
民
年
金
保
険
料

は
、
現
在
の
月
額
１

3
、
3
0
0
円
が
4

月
か
ら
毎
年
度
2
8

0
円
ず
つ
引
き
上
げ

ら
れ
て
い
き
ま
す
。

平
成
29
年
度
以
降

は
、
月
額
1
6
、
9

0
0
円
（
平
成
16
年

度
額
）
で
固
定
さ
れ

ま
す
。

※
1
人
あ
た
り
の
賃

金
の
伸
び
率
に
応

じ
て
改
定
さ
れ
ま

す
。

○
口
座
振
替
割
引
制
度
の
導
入

現
在
、
当
月
分
の
保
険
料
を
翌
月
に
納

付
し
て
い
ま
す
が
、
こ
れ
を
当
月
末
に
口

座
振
替
を
行
う
こ
と
に
よ
っ
て
、
１
か
月

あ
た
り
約
40
円
の
割
引
が
さ
れ
ま
す
。

過
去
に
第
3
号
被
保
険
者
の
届
出
を
忘

れ
た
た
め
に
、
年
金
受
給
額
が
低
額
と
な

っ
た
り
、
受
給
資
格
が
得
ら
れ
な
い
と
い

う
場
合
が
あ
り
ま
し
た
。
こ
れ
ま
で
は
遅

れ
て
届
出
を
す
る
と
過
去
2
年
間
し
か
算

入
さ
れ
ま
せ
ん
で
し
た
が
、
特
例
と
し
て
、

届
出
を
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
2
年
前
以
前

の
第
３
号
被
保
険
者
の
未
納
期
間
を
保
険

料
納
付
期
間
と
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

こ
の
特
例
は
平
成
17
年
3
月
31
日
以
前

の
届
出
も
れ
に
限
ら
れ
た
措
置
で
す
。

30
歳
未
満
で
本
人
及
び
配
偶
者
の
収
入

が
一
定
以
下
の
場
合
、
同
居
の
世
帯
収
入
に

関
わ
ら
ず
、
申
請
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
保
険

料
の
納
付
を
猶
予
す
る
制
度
で
す
。
承
認
さ

れ
た
期
間
は
、
受
給
資
格
期
間
に
は
算
入
さ

れ
ま
す
が
、
追
納
し
な
い
と
将
来
の
老
齢
基

礎
年
金
の
額
に
は
反
映
さ
れ
ま
せ
ん
。

改
正
前
は
、
申
請
日
の
属
す
る
月
の
前

月
以
後
に
つ
い
て
免
除
さ
れ
る
こ
と
と
な

っ
て
い
ま
し
た
が
、
改
正
後
は
、
免
除
周

期
の
始
期
（
7
月
）
ま
で
遡
っ
て
承
認
で

き
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
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①
国
民
年
金
保
険
料
の
引
き
上
げ

②
第
3
号
被
保
険
者
の

特
例
届
出
の
実
施

③
若
年
者
に
対
す
る

納
付
猶
予
制
度
の
創
設

④
保
険
料
免
除
申
請
の
遡
及

そ
き
ゅ
う

⑤
特
別
障
害
給
付
金
制
度
の
創
設

主
な
改
正
事
項

13,300円 
現在の月額 

13,300円 

280円 
13,580円 

平成17年度4月より 

国
民
年
金
制
度
の
発
展
過
程
に
お
い
て

生
じ
た
特
別
な
事
情
に
よ
り
、
障
害
基
礎

年
金
等
を
受
給
し
て
い
な
い
障
害
者
を
対

象
と
し
た
福
祉
的
措
置
と
し
て
、
特
別
障

害
給
付
金
制
度
が
創
設
さ
れ
ま
し
た
。

○
対
象
者

・
平
成
3
年
3
月
以
前
の
国
民
年
金
任
意

加
入
対
象
で
あ
っ
た
学
生
。

・
昭
和
61
年
3
月
以
前
の
国
民
年
金
任
意

加
入
対
象
で
あ
っ
た
被
用
者
（
厚
生
年

金
、
共
済
組
合
等
の
加
入
者
）
の
配
偶

者
で
あ
っ
て
、
国
民
年
金
に
任
意
加
入

し
て
い
な
か
っ
た
期
間
内
に
初
診
日
が

あ
り
、
現
在
、
障
害
基
礎
年
金
1
・
2

級
相
当
の
障
害
に
該
当
す
る
人
。

○
支
給
額

1
級
＝
月
額
5
万
円

2
級
＝
月
額
4
万
円

・
支
給
額
は
、
毎
年
度
自
動
物
価
ス
ラ
イ

ド
が
あ
り
ま
す
。

・
所
得
に
よ
っ
て
支
給
制
限
と
な
る
場
合

が
あ
り
ま
す
。

・
老
齢
年
金
等
を
受
給
さ
れ
て
い
る
場
合

は
、
支
給
制
限
が
あ
り
ま
す
。

・
支
払
い
は
、
年
6
回
（
2
月
、
4
月
、

6
月
、
8
月
、
10
月
、
12
月
）
で
す
。

前
月
ま
で
の
分
を
受
け
取
り
い
た
だ
く

こ
と
に
な
り
ま
す
。

○
窓
口
＝
請
求
窓
口
は
、
住
民
課
国
民
年

金
係
で
す
。

○
事
務
開
始
日
＝
4
月
1
日

※
給
付
金
の
支
給
は
、
請
求
の
あ
っ
た
月

の
翌
月
分
か
ら
支
給
し
ま
す
。

※
障
害
認
定
に
必
要
な
書
類
が
す
べ
て
揃

わ
な
い
場
合
で
あ
っ
て
も
、
ま
ず
は
4

月
中
に
住
民
課
窓
口
で
請
求
書
を
提
出

し
て
く
だ
さ
い
。

▼
問
い
合
せ
先
＝

住
民
課
　
国
民
年
金
係

牲
○56
9
1
2
7

宇
都
宮
西
社
会
保
険
事
務
所

牲
0
2
8
（
6
2
2
）
4
2
2
2

栃
木
社
会
保
険
事
務
局

牲
0
2
8
（
6
1
0
）
6
6
5
0

申請期間 17年4月17年5月17年6月
※1
17年7月

※2
17年7月
～

18年7月

承認
期間

始期 17年3月 17年4月 17年7月

終期 17年6月 18年6月

〜
あ
な
た
の
年
金
が
変
わ
り
ま
す
〜

※1 平成15年所得に基づく申請の場合
※2 平成16年所得に基づく申請の場合、

ただし失業や風水害など免除の原因と
なる事由が7月（4月）以後の場合は、
その事由が発生した前月までしか遡り
ません。

年
金
制
度
改
正

制
度
改
正 
年
金
制
度
改
正 
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◆閲覧
納税義務者は固定資産課税台帳のうち、自己の資産が記載された部分について、一年を通して見ること

ができます。また、借地人・借家人等は借りている土地・家屋の閲覧をすることができます。

◆縦覧
固定資産税の納税者が、自己所有以外の土地または家屋の評価額（所有者の情報を除く）を縦覧できます。

縦覧の趣旨
自己の土地・家屋と、他の土地・家屋の評価額を比較し、適正であることを確
認していただくための制度

縦覧期間
毎年4月1日から最初の納期限の日まで（5月2日）
午前8時30分から午後5時まで

縦覧場所 役場1階　税務課

縦覧対象者
と縦覧範囲

縦覧対象者 縦覧範囲 記載項目

固定資産税の土地の納税者
（代理人または納税管理人）

土地価格等縦覧帳簿
所在（地番）

地目・地積・価格

固定資産税の家屋の納税者
（代理人または納税管理人）

家屋価格等縦覧帳簿
所在・家屋番号
種類・構造
床面積・価格

審査申出期間
固定資産税課税台帳に価格を登録した旨が公示された日から、納税通知書の交
付を受けた日後60日までの間

縦覧の際に

必要なもの

・納税通知書または課税明細書
・運転免許証など本人と確認ができるもの
※代理人の人は上記のほかに、委任状又は承諾書の提出も必要となります。

閲覧期間
4月1日より、通年（土日祝日、年末年始の休日を除く）
午前8時30分から午後5時まで

閲覧場所 役場1階　税務課

閲覧できる人

とその範囲

閲覧できる人 閲覧できる範囲

1. 固定資産の所有者 所有している固定資産

2. 土地を有償で借りている人 借りている土地

3. 家屋を有償で借りている人
借りている家屋及びその敷地である土
地

4. 固定資産の処分をする権利を有す
る一定の人

権利を有する固定資産

閲覧の際に

必要なもの

・納税通知書、課税明細書または運転免許証など、本人と確認できるもの

・「閲覧できる人」のうち、上記2.3.4.に該当する人は、それらを証するもの
（賃貸借契約書等）

※代理人の人は上記のほかに、委任状又は承諾書の提出も必要となります。

閲覧手数料
1回につき200円、写しは1枚につき200円
（ただし、縦覧期間中の閲覧は無料）

▼問い合せ先＝税務課　資産税係　牲○56 9123

固定資産課税台帳等の縦覧・閲覧 固定資産課税台帳等の縦覧・閲覧 



無
職
無
職（
無
収
入
）

（
無
収
入
）証
明
証
明
の
発
行

の
発
行 

　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
を
廃
止
し
ま
す

を
廃
止
し
ま
す 

無
職
無
職（
無
収
入
）

（
無
収
入
）証
明
証
明
の
発
行

の
発
行 

　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
を
廃
止
し
ま
す

を
廃
止
し
ま
す 

無
職（
無
収
入
）証
明
の
発
行 

　
　
　
　
　
　
　
を
廃
止
し
ま
す 

就学前の児童を持つ保護者で、保

育所か幼稚園どちらに入れようか迷

っているという人はいませんか。主

な違いを掲載しますので、参考とし

てください。
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現
在
、
無
職
（
無
収
入
）
証

明
は
、
町
内
に
住
民
登
録
を
し

て
い
る
人
（
世
帯
主
）
2
名
に

証
人
に
な
っ
て
も
ら
い
、
町
長

が
証
明
す
る
様
式
と
、
民
生
委

員
に
証
明
し
て
も
ら
う
様
式
で

対
応
し
て
い
ま
す
。

し
か
し
、
実
際
に
は
、
申
請

日
現
在
に
無
職
又
は
無
収
入
で

あ
る
こ
と
が
町
の
台
帳
等
で
は
確
認
で
き
な
い
た
め
、
正
確

を
期
す
こ
と
が
困
難
で
あ
る
こ
と
、
ま
た
、
民
生
委
員
に
確

認
を
お
願
い
す
る
こ
と
は
、
職
務
権
限
外
の
こ
と
で
あ
り
、

プ
ラ
イ
バ
シ
ー
の
保
護
か
ら
み
て
も
行
き
過
ぎ
で
あ
る
こ
と

か
ら
、
証
明
の
発
行
は
好
ま
し
く
な
い
と
の
県
の
見
解
も
あ

る
た
め
、
町
で
は
4
月
か
ら
、
無
職
（
無
収
入
）
証
明
の
発

行
を
廃
止
し
ま
す
。

な
お
、
扶
養
申
請
な
ど
の
証
明
に
は
、
勤
務
先
で
発
行
す

る
退
職
証
明
や
、
町
で
発
行
す
る
所
得
証
明
、
非
課
税
証
明

な
ど
で
対
応
し
て
く
だ
さ
る
よ
う
お
願
い
し
ま
す
。

▼
問
い
合
せ
先
＝
住
民
課
　
総
合
窓
口
係

牲
○56
9
1
2
5

保育所 区　分 幼稚園

0歳児から小学校就学前まで 対象児童 満3歳から小学校就学前まで

仕事等で保護者が保育できな

い場合に入所できる施設
利用条件 特に制限はありません。

役場健康福祉課に申込みます。 申込方法
希望する幼稚園に直接申込み

ます。

保護者の前年（度）分の所得

税、町民税等の税額が基準に

なります。

保 育 料
各幼稚園が定めた保育料とな

ります。

健康福祉課児童福祉係
牲○56 9130 問い合せ先

直接、幼稚園にお問い合わせ

ください。

違い 違いって 

保育所 保育所 保育所 保育所 

幼稚園 幼稚園 幼稚園 幼稚園 
と 

の ????


